部局長とＰＴの議論資料
	項目名
	【主要検討事業 16】高齢者の生きがい・地域生活支援事業

	部局の考え方
	P

T

案
	（１）高齢者に対する生きがい（活動）支援　　H20年8月事業廃止

（２）高齢者に対する生活支援　H21年度事業廃止（一部　H20年8月廃止）

	
	
	20年度通年予算見込み額：　８２３百万円
21年度効果見込み額：　　　８２３百万円

	
	【方針】

「ボランティア団体・ＮＰＯに活気がある大阪」を実現するため

所要の見直しを行った上で、事業継続を求める。

【理由】

· 高齢者が高齢者を支える「地域社会のしくみづくり」は、大阪府の役割

· 地域住民、ボランティアやＮＰＯ団体等と行政が、協働してつくりあげてきた　　大阪らしい福祉である街かどディハウス等の事業は、堅持

· 廃止すると、後代の介護保険給付費や医療費等の公的負担が増大

	
	P

T

案
	（３）軽費老人ホーム事務費補助金　　20年8月から加算廃止

軽費老人ホーム事務費補助金（2,677百万円）のうち、民改費加算、施設機能強化加算などを廃止（342百万円）

	
	
	20年度通年予算見込み額：　2677百万円
21年度効果見込み額：　　　 342百万円


	
	【方針】

低所得高齢者のセーフティネットを維持するため、そのまま継続する
【理由】

○　軽費老人ホーム＝低額な料金で食事等日常生活に必要なサービスを提供

・軽費老人ホームＡ型（府内16ヵ所）：低所得で身寄りのない者や家族との同居が困難な者。軽費Ａ型の入所者は最下位階層（年収150万円以下）の者が８割

・ケアハウス（府内64ヵ所）：家族による援助を受けることが困難な者

○　扶助費に準じる補助金＝低所得者が所得に応じ一定の負担で入所できるよう補助

・厚生労働省老健局長通達により、生活費と入所者本人の所得に応じた事務費の負担額が定められ、基準を超えて入所者への負担転嫁はできない。

○　交付税措置のある国の制度

・国庫補助（1/3）制度として発足、平成16年度から三位一体改革で府財源へ

・施設の運営は、補助金を前提とした経営しかできない。

　○　施設の収支構造上、補助金カットは施設運営を困難にする

・収益＝軽費補助（Ｚ）＋利用者負担（事務費Ａ＋生活費Ｂ）　

　　　　費用＝人件費＋事務費＋事業費＋減価償却

・入所定員（平均50人）、職員の配置基準（軽費Ａ型＝14人、ケアハウス９人）

　　　・福祉現場は「低賃金による人材難」⇒補助金カット困難（人件費に直結）　

	参考データ等
	考え方の詳細は別紙


【事務事業】
部局名�
健康福祉部�
�
担当課名�
高齢介護室�
�
担当者名


内線�
富山・高山・辻野（4481）
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